
予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費　　　
	事業名　災害から命を守る岐阜県民運動事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　危機管理部　防災課　救助・防災係　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　          E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　１１，３３０千円（前年度予算額：６，８４２千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	6,842
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,842

	要求額
	11,330
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,330

	決定額
	11,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県では、自らの命は自らで守る「自助」について、平成21年度から10年間で延べ200万人の取り組みを目指す防災啓発キャンペーン「災害から命を守る岐阜県民運動」を展開し、災害への備え、家庭での防災対策など、防災啓発に取り組んでいる。

近年、全国各地で集中豪雨、台風、土砂災害、大雪等による甚大な被害が発生しており、当県においても、豪雨災害や火山災害が発生し、甚大な被害を受けた。また、今後３０年以内の発生確率が７０％程度とされる南海トラフ巨大地震も懸念されているため、県民の災害への危機感が高まっているが、災害や緊急時の備えをしている人の割合は55.9％（H25）と横ばいの状態が続いている。

こうしたことから、「災害から命を守る岐阜県民運動」として、防災啓発キャンペーンに取り組んでおり、平成25年度から27年度の3年間は、災害から命を守る防災対策の啓発に重点を置き、「命を守るためのとっさの行動」について集中啓発する。

（２）事業内容

平成２７年度は「命を守る地域防災」をテーマに、災害への備え、シェイクアウト訓練への参加、登山届の呼びかけなど、新聞広告を活用した啓発活動を行い、多くの県民の自助意識の高揚を図る。また、将来の地域防災のリーダーとして期待される若年層に対して、防災の意識を高めてもらうため、学生向けの新聞にも広告掲載し、安全な避難行動、家庭での備えなど、広報・啓発に努める。さらに、県内５圏域を巡回する地震体験車リレーキャラバンを引き続き実施し、学校、施設、企業など、多くの県民に対し、地震体験などの効果的な防災啓発に取り組む。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県主催のため県負担
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	297千円
	県民運動推進会費、地震体験車リレーキャラバン等旅費

	需用費
	897千円
	啓発用グッズ、防災運動会用非常食等の消耗品費

	委託料
	9,834千円
	新聞広告掲載

	役務費
	275千円
	イベント保険料、郵便料金等

	その他
	27千円
	地震体験車有料道路使用

	合計
	11,330千円
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
防災フェア、地震体験車リレーキャラバン、シェイクアウト訓練等において啓発活動を行い、「災害から命を守る岐阜県民運動」として平成３０年までに、延べ２００万人の県民に広報・啓発を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の

推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県民運動参加者数（年度末累積）
	－
	1,136,450名

(H24)
	1,489,024名
（H25）
	2,000,000名
(H30)
	74.4％


	災害や緊急時の備えができている人の割合（県政世論調査）
	52.8％

(H20)
	56.6％

(H24)
	55.9％

(H25)
	75％

(H30)


	74.5％


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）新聞広告掲載

　　・備えて命を守るプロジェクト特集紙面（８～３月）
対象：購読者約１７万部

　　・高校ダイアリー（９、１１、３月）
対象：県内全高校生等約８万人

　　・マナビのトビラ（１２、３月）
対象：県内全小学生約１１万人

（２）地震体験車リレーキャラバン

　　　１０月～１１月　県内５圏域の学校、施設、企業等の約１万人に啓発

（３）その他

　　・岐阜新聞朝刊１面の題字横に「災害から命を守る岐阜県民運動」ロゴを掲載（H26.8～H27.3）

　　・岐阜新聞朝刊に防災特集紙面を掲載（H26.8～H27.3※月１回）

　　・シェイクアウト訓練　約１９万人が参加


（前年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
新聞の広告掲載を通じて、地震体験、登山届、シェイクアウト訓練、ぼうさいフェアなど、効果的に広報活動を実施し、イベントへの集客効果、訓練への応募など、広報啓発効果がみられた。

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	新聞への広告掲載は、購読者のみならず、その家族が目を通すものであるため、県民に広く周知、啓発することが可能である。また、今後家族での防災対策が重要であるため必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	メディアにおける防災啓発は、防災イベントへの集客効果も高く、定期的に広告、記事掲載することで、効果的な広報啓発が可能であり、防災意識の向上につながる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	朝刊のみならず、若年者向けの新聞にも広告掲載することで、学生からお年寄りまで、広く防災啓発が可能であり、家庭での防災対策の強化につながる。県内５圏域を巡回するキャラバンを実施することで、効率的に啓発することが可能である。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地震、大雨、大雪、火山などの災害に対して、いかに県民の避難行動、家庭での防災対策につなげるかが重要であるため、効果的な広告内容、防災に興味をひきつける工夫をする必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
平成27年度も、継続した広告掲載をすることで、継続的に防災啓発を浸透させ、災害や緊急時の備えにつなげる。特に、住民の避難行動が重要であるため、早めの避難、家庭でできる防災対策について啓発を継続。


